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	用語の定義
	
	（定義）
	本契約において使用する用語の定義は、次のとおりとする。
	
	「本事業」とは、建替住宅の整備及び活用用地における民間施設等の整備からなる事業のことであり、事業者グループが実施する別紙２記載
	「本契約」とは、本事業の実施について、府と事業者グループとの間で締結する契約をいう。
	「府」とは大阪府をいう。
	「事業者グループ」とは、●株式会社、●●株式会社、●●●株式会社及び●●●●株式会社●●●●●株式会社〔注：落札�
	「構成企業」とは、●株式会社、●●株式会社、●●●株式会社及び●●●●株式会社●●●●●株式会社〔注：落札者グルー
	「入札説明書等」とは、本事業の実施に関して府が作成し、平成17年7月29日に公表又は配付した入札説明書、同入札説明書に添付さ�
	「事業者グループ提案書」とは、入札説明書等に記載の府の指定する様式に従い作成され、事業者グループが府へ提出した別紙＀
	「事業者提案」とは、事業者グループ提案書に記載の提案内容をいう。
	「事業用地」とは、別紙３記載の本事業の実施予定地をいう。
	「建替住宅」とは、本契約に基づき事業者グループが建設する新たな筆ヶ崎住宅及び付帯施設等をいう。
	「付帯施設等」とは、建替住宅に付帯する別紙４記載の施設等をいう。
	「府営住宅整備用地」とは、建替住宅を整備する土地をいう。
	「活用用地」とは、事業用地のうち府営住宅整備用地以外の土地で、府が事業者グループに所有権を移転し、事業者グループが民間施
	「民間施設等」とは、本事業において事業者グループが整備する住宅や施設等をいう。
	「工事期間」とは、既存住宅の解体工事着工の日から、府により完工確認書が交付される日までの期間をいう。
	「本件工事」とは、既存住宅の解体・撤去工事及び建替住宅の建設工事をいう。
	「府営住宅整備費」とは、府営住宅整備に係る対価の一部であり、建替住宅の調査・設計、既存住宅の解体・撤去及び建替住宅
	「入居者移転支援業務費」とは、府営住宅整備に係る対価の一部であり、入居者移転支援業務に対する事務的経費相当の対価�
	「入居者移転支援実費」とは、府営住宅整備に係る対価の一部であり、入居者移転支援業務を行うにあたり、仮移転料、本礟
	「府営住宅整備に係る対価」とは、府営住宅整備費、入居者移転支援業務費、入居者移転支援実費を合わせたものとして本契約
	「既存住宅」とは、別紙３記載の事業用地に現存する筆ヶ崎住宅及びその付属施設をいう。
	「府営住宅整備業務」とは、既存住宅の解体・撤去業務、建替住宅の整備（調査・設計・建設）業務及び建替住宅の府への所有権�
	「用地活用業務」とは、別紙２（３）記載の各業務を総称したものをいう。
	「入居者移転支援業務」とは、別紙２（４）記載の各業務を総称したものをいう。
	「活用用地の対価」とは、活用用地の対価として本契約に規定する金額をいう。
	「建設企業」とは、事業者グループの構成企業のうち、府営住宅整備業務（設計及び工事監理を除く）を担当する●株式会社をい�
	「設計企業」とは、事業者グループの構成企業のうち、建替住宅の設計を担当する●株式会社をいう。
	「工事監理企業」とは、事業者グループの構成企業のうち、建替住宅の工事監理を担当する●株式会社をいう。
	「入居者移転支援企業」とは、事業者グループの構成企業のうち、入居者移転支援業務を担当する●株式会社をいう。
	「用地活用企業」とは、事業者グループの構成企業のうち、用地活用業務を担当する●株式会社をいう。
	「民間施設等の完成」とは、民間施設等の建築工事の完成をいう。なお、民間施設等の建築工事は、建築基準法第１８条第＂
	「仮移転」とは、既存住宅の入居者が府営住宅整備業務期間中、仮住居に移転する事をいう。
	「仮移転者」とは仮移転の対象となる既存住宅の入居者をいう。
	「仮移転支援業務期間」とは、契約締結日から、既存住宅の入居者が、事業期間中仮移転する仮住居に移転が終了するまでの期間〒
	「仮住居」とは、府営住宅整備業務期間中、仮移転者が居住する民間賃貸住宅等をいう。
	「仮住居賃貸借期間」とは、仮移転終了から別紙５記載の本移転終了期限までとする。
	「本移転可能日」とは、別紙５記載の日時をいう。
	「賃貸借契約」とは、仮移転者、賃貸人、事業者グループ、仲介業者で締結する、仮住居の賃貸借に関する契約の
	「本移転」とは、既存住宅、夕陽ヶ丘住宅又は椎寺住宅の入居者が、建替住宅へ入居することをいう。
	「本移転者」とは、本移転の対象となる既存住宅、夕陽ヶ丘住宅及び椎寺住宅の入居者をいう。
	「入居者」とは、既存住宅、夕陽ヶ丘住宅及び椎寺住宅の入居者すべてをいう。
	「本移転期間」とは、本移転可能日から別紙５記載の本移転終了期限までとする。
	「仲介希望者」とは、仮住居を確保するに際して、事業グループによる物件の説明、仲介等を希望する仮移転者をいう。
	「優先仲介希望者」とは、府が要求水準に従い指定する、他の仲介希望者よりも優先的に物件の説明、仲介等を行う仲介希望者
	「府が定める一般補修費等」とは、敷金物件の賃貸借契約書で定める賃貸人と事業者とが協議することができる以下の補修谗
	「不可抗力」とは、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地滑り、落盤、騒乱、暴動、その他の自然的又は人為的な事象であって�
	「法令」とは、法律、政令、省令、条例、規則等をいう。





	総　　則
	
	（目的）
	本契約は、本事業における府、事業者グループ及びその構成企業の役割並びに基本的合意事項について定めるとともに、本事業の実施に際しての条件を�

	（事業遂行の指針）
	事業者グループは、本事業を、本契約、入札説明書等及び事業者グループ提案書に従って遂行しなければならない。
	本契約、入札説明書等及び事業者グループ提案書の内容が矛盾する場合、その適用における優先順位は、本契約、入札説明書等、事業者グ�
	各構成企業は、本契約で規定する事業者グループ又はその構成企業の各債務の全てについて、相互に連帯債務を負うものとする。また、本契約で�
	一部構成企業が担当する業務の履行の確保が困難となった場合において、他構成企業が当該業務の履行の確保のための措置を行う場合は、事前に当該�


	（本事業の概要）
	本事業は、別紙２記載の事業範囲に属する府営住宅整備業務、入居者移転支援業務、用地活用業務及びこれらに付随し、関連する�
	本事業の概要は、次の各号に掲げるとおりとする。
	事業者グループは、事業者グループ提案書に基づき、事業計画を策定し府に提出すること。
	府は、事業者グループ提案書に基づき、既存住宅解体・撤去後速やかに、府の費用負担にて事業用地を府営住宅整備用地と活用用地に
	事業者グループは、自己の責任及び費用において、本契約、入札説明書等、事業者グループ提案書、別紙５記載の事業日稀
	事業者グループは、自己の責任及び費用において、本契約で定めるところに従い、活用用地を府より取得し、本契約、入札説明書等及



	（事業日程）
	本事業は、別紙５記載の事業日程に従って実施されるものとする。

	（事業者グループの資金計画）
	本事業に関連する費用は、本契約に特段の規定のある場合を除き、すべて事業者グループの負担とし、かつその費用にあてるために必要な資

	（許認可及び届出）
	府営住宅整備業務に関する本契約上の義務を履行するために必要な一切の許認可は、事業者グループが自己の責任及び費用�
	事業者グループは、前項の許認可及び届出に際しては、府に書面による事前説明及び事後報告を行うものとする。
	府は、事業者グループからの要請がある場合、事業者グループによる許認可の取得、届出に必要な資料の提出その他府が丂
	事業者グループは、府からの要請がある場合は、府による許認可の取得、届出に必要な資料の提出その他府が必要とする事�


	（建設に伴う各種調査）
	府は、府が実施し、かつ、入札説明書等にその結果を添付した測量、調査等の実施方法又は結果に誤りがあった場合は、当該誤りに相当因果�
	事業者グループは、建替住宅の建設工事に必要な測量調査、地質調査、電波障害調査、周辺地域に対する家屋託
	事業者グループは、前項に定める調査等を実施した結果、府の調査等の内容と齟齬を生じる事実を発見したときは、その旨を直ちに府
	府営住宅整備用地の事前に予期することができない地質障害、地中障害物、土壌汚染等に起因して発生する増加費用及び損害については合理的な範
	事業者グループは、自らの費用負担において、府営住宅整備用地の埋蔵文化財本掘調査を、財団法人大阪市文化財協伃
	事業者グループは前項に定める埋蔵文化財本掘調査を行う場合、府に事前に連絡するものとし、かつ、埋蔵文化財本掘調査を終
	事業者グループは第５項に定める埋蔵文化財本掘調査を実施した結果、埋蔵文化財が発見された場合は、その旨を直ちに府に�
	前項に定める協議の結果、事業の継続が不能、または事業の継続に過分の費用を要すると府が認める場合は、府は契約を解除することが�
	第７項に定める協議の結果、別紙５記載の事業日程の遅延が見込まれる場合には、府及び事業者グループは協議の上、府は逃


	（建設に伴う近隣対策）
	事業者グループは、本件工事に先立って、自らの責任と費用負担において、周辺住民に対して本事業につき説明を行い、理解を得】
	事業者グループは、自らの責任及び費用において、騒音、振動、地盤沈下、地下水の断絶、大気汚染、水質汚染、臭気、阃
	事業者グループは、近隣対策の不調を理由として本事業の計画の変更をすることはできない。ただし、事業者グループが本事業の計画を変更
	近隣対策の結果、建替住宅の竣工の遅延が見込まれる場合において、事業者グループが請求した場合には、府及び事業者グループは協
	近隣対策の結果、事業者グループに生じた費用及び損害（近隣対策の結果、別紙５記載の事業日程が変更されたことによる




	事業用地の貸与
	
	（事業用地の貸与）
	府は、事業者グループに対して、府営住宅整備用地を無償で貸付けるものとする。
	府は、事業者グループに対して、所有権移転前の活用用地を無償で貸付けるものとする。


	（使用の目的）
	事業者グループは、建替住宅を整備する目的以外で府営住宅整備用地を使用してはならない。
	事業者グループは、既存住宅を解体・撤去する目的以外で所有権移転前の活用用地を使用してはならない。
	事業者グループは、府営住宅整備用地及び所有権移転前の活用用地が府有財産であることを常に配慮し、善良な管理者の注意義務をも


	（貸与期間）
	府営住宅整備用地の貸与期間は、本件工事着工の日から別紙５記載の建替住宅の所有権移転・引渡し日までとする。
	所有権移転前の活用用地の貸与期間は、本件工事着工の日から、別紙５記載の活用用地の所有権移転・引渡し日までとする。




	建替住宅の設計
	
	（設計）
	建替住宅の設計は、事業者グループのうち設計企業が担当するものとし、建替住宅の設計に関する府の事業者グループへの通知や�
	事業者グループは、本契約、入札説明書等、及び事業者グループ提案書に従い、建替住宅の基本設計及び実施設計を行うものとす�
	事業者グループは、本契約締結後速やかに、建替住宅の基本設計を開始し、設計着手前に提出して府の承諾を得た設計に関する
	事業者グループは、前項による府の確認後速やかに、建替住宅の実施設計を開始し、設計工程表に従い府による状況の�
	事業者グループは、建替住宅の設計にあたって第三者に請け負わせ、又は委託する場合は、当該第三者と締結予定の契約書等を添付し
	事業者グループは、前項の者が建替住宅の設計にあたってさらに別の第三者に請け負わせ、又は委託する場合にも、前項に準じて府の承
	前２項に記載の第三者への請負又は委託はすべて事業者グループの責任において行うものとし、当該第三者の責めに帰すべき事由は、す�
	府は、建替住宅の設計の状況について、随時事業者グループから報告を受けることができるものとする。
	府は、第３項の図書が要求水準書又は事業者グループ提案書に反し、又は第４項の図書が要求水準書又は基本設計に反する場合　
	前項の是正要求に対し、事業者グループは意見陳述を行うことができ、客観的に合理性が認められる場合は、府は是正要求を撤回す�
	府は、第３項及び第４項の図書を事業者グループから受領したこと、事業者グループの求めに応じてそれらの図書を確認したこと�


	（設計条件の変更）
	事業者グループは、府の承諾を得た場合を除き、入札説明書等又は事業者グループ提案書に記載した建替住宅の設計条件の変�
	府は、不可抗力又は法令変更以外で必要があると認める場合は、変更内容を記載した書面を交付して、入札説明書等又は事業�
	事業者グループは、前項により設計条件の変更が行われた場合、変更された設計条件に従い建替住宅の設計を行うものとする。この場
	不可抗力による設計条件の変更については、第５７条　（不可抗力による損害等）、法令変更による設計条件の変更については第


	（設計の変更）
	府は、必要があると認める場合、建替住宅の設計変更を事業者グループに対して求めることができる。事業者グループは、設計
	前項の規定にかかわらず、府が工事期間の変更を伴う設計変更又は事業者提案の範囲を逸脱する設計変更の提案を行う場合には、�
	府の指示により設計変更する場合においては、当該変更により事業者グループの費用に増減が生じたときは、府は、合理的範囲内で当該堒
	事業者グループは、事前に府へ報告を行い、その承諾を得た場合を除き、建替住宅の設計変更を行うことはできないものとする。
	前項に従い事業者グループが事前に府へ報告を行い、その承諾を得て建替住宅の設計変更を行う場合、当該変更により事業者グル〟




	建替住宅の建設
	
	
	既存施設の解体・撤去は、事業者グループのうち建設企業が担当し、既存施設の解体・撤去に関する府の事業者グループへの通知�
	事業者グループは、自己の費用と責任において、既存住宅を解体の上、撤去するものとする。事業者グループは、既存住宅の入居�
	前項の場合において、事業者グループは、自己の費用と責任において、引渡を受けたときに既存住宅に存する外構の草木等について適宜撤去、処�
	事業者グループは、既存住宅の解体・撤去の作業を実施するにあたり、建築基準法、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和�

	事業者グループは前条の規定に従い、既存住宅を解体・撤去し、建替住宅の建設工事に着手できるようになった時点で、かかる事業用地の状況を正
	建替住宅の建設は、事業者グループのうち建設企業が担当し、建替住宅の建設に関する府の事業者グループへの通知や文書の交付その
	事業者グループは、本契約、入札説明書等、事業者グループ提案書、別紙５記載の事業日程、第１９条　（施工計画�
	事業者グループは、建替住宅を別紙５記載の事業日程に従い完成し、建替住宅の所有権移転・引渡し日に府に建替住宅を引渡す。
	施工方法等建替住宅を完成するために必要な一切の方法については、事業者グループが自己の責任において定めるものとする。


	（施工計画書等）
	事業者グループは、本件工事着工前に施工計画書（本件工事の全体工程表及び各工程における施工方法についての計画を含む。）を�
	事業者グループは、別途府との間の協議により定める期限までに週間工程表を作成し、府に提出するものとする。週間工程表の
	事業者グループは、本件工事の全体工程表及び週間工程表記載の日程に従い工事を遂行するものとする。


	（第三者の使用）
	事業者グループは、本件工事にあたって第三者に請け負わせる場合は、当該第三者と締結予定の契約書等を添付して事前に府に届け出てその承
	事業者グループは、前項の者が本件工事にあたってさらに別の第三者に下請負をさせる場合にも、前項に準じて府の承諾を得なければならな
	請負人（下請負人等を含む）の使用はすべて事業者グループの責任において行うものとし、請負人その他本件工事に関して事業


	（工事監理者等）
	府営住宅整備業務に関する工事監理は、事業者グループのうち工事監理企業が担当し、当該工事監理に関する府の事業者グループ�
	事業者グループは、自己の責任及び費用負担で本件工事専任の工事監理者、現場代理人及び主任技術者を設置し、
	事業者グループは、工事監理者をして、府への毎月の定期的報告を行わしめるとともに、府の要求があった場合には随時これに応じて報告を行�
	事業者グループは、工事監理者をして、府へ完成確認報告を行わしめなければならない。


	（保険）
	事業者グループは、自己の費用において、損害保険会社との間で、別紙９に記載する保険契約を締結しなければならない。保険契約の
	事業者グループは、本件工事開始の前日までに、前項の保険証書の写しを府に提出しなければならない。


	（府による説明要求及び立会い）
	府は、本件工事の進ちょく状況及び施工状況について、事業者グループから報告を受けることができるものとする。
	府は、建替住宅が実施設計図書、本契約、入札説明書等及び事業者グループ提案書に従い建設されていることを確認するため、建星
	前２項に規定する報告又は説明の結果、建設状況が実施設計図書、本契約、入札説明書等又は事業者グループ提案書の内容〒
	前項の是正要求に対し、事業者グループは意見陳述を行うことができ、客観的に合理性が認められる場合は、府は是正要求を撤回す�
	事業者グループは、工事期間中に事業者グループが行う建替住宅の検査又は試験について、事前に府に対して通知するものとする。なお�
	府は、工事期間中、事前の通知なしに本件工事に立会うことができるものとする。
	府は、本条に規定する説明又は報告の受領を理由として、本件工事の全部又は一部について何らの責任を負担するものではない。


	（中間確認）
	建替住宅が実施設計に従い建設されていることを確認するために、府は、工事期間中、必要な事項に関する中間確認を実施�
	府は、前項に規定する中間確認の実施を理由として、本件工事の全部又は一部について何らの責任を負担するものではない。
	中間確認の結果、建設状況が実施設計図書、本契約、入札説明書等、又は事業者グループ提案書の内容を逸脱していることが判明�
	前項の是正要求に対し、事業者グループは意見陳述を行うことができ、客観的に合理性が認められる場合は、府は是正要求を撤回す�


	（事業者グループによる竣工検査）
	事業者グループは、自己の責任及び費用において、建替住宅の竣工検査及び建替住宅の設備等の検査を行うものとする。事業者グ�
	府は、事業者グループが前項の規定に従い行う竣工検査及び設備等の検査への立会いができるものとする。なお、府は、必要と認める場�
	事業者グループは、竣工検査に対する府の立会いの有無を問わず、竣工検査等の実施後速やかに、府に対して竣工検査及び設備等の検


	（府による完工確認）
	府は、事業者グループから前条第３項に定める報告を受けた場合、１４ 日以内に別紙10に記載する事項に関する完工砂
	完工確認の結果、建替住宅の状況が実施設計図書、本契約、入札説明書等、又は事業者グループ提案書の内容を逸脱していること�
	前項の是正要求に対し、事業者グループは意見陳述を行うことができ、客観的に合理性が認められる場合は、府は是正要求を撤回す�
	府は、事業者グループが前項の是正の完了を報告した日から１４日以内に、再完工確認を実施するものとする。当該再完工確認
	機器等の試運転等は、府による完工確認前に事業者グループが実施し、その報告書を府に提出するものとする。
	事業者グループは、機器、備品等の取扱いに関する府への説明を試運転とは別に実施する。


	（府による完工確認書の交付）
	府が前条第１項に定める建替住宅の完工確認又は前条第４項に定める再完工確認を実施し、前条第２項の規定に基づく是正を求。
	府は、前項の完工確認書の交付を行ったことを理由として、本件工事の全部又は一部について何らの責任を負担するものではない。


	（本件工事期間の変更）
	府が事業者グループに対して本件工事期間の変更を請求した場合、府と事業者グループは協議により当該変更の当否を定めるものとす。
	事業者グループが不可抗力事由又は事業者グループの責めに帰すことのできない事由により工事期間を遵守できないことを理由として本件工事�
	前２項において、府と事業者グループの間において協議が調わない場合、府が合理的な本件工事期間を定めるものとし、事業者グル�


	（工事の中止）
	府は、必要があると認める場合、その理由を事業者グループに通知した上で、本件工事の全部又は一部の施工を一時中止させることができ�
	府は、前項に従い本件工事の全部又は一部の施工を一時中止させた場合、必要があると認めるときは工事期間を変更することができる。
	事業者グループは、自己の責めに帰さない事由により、本件工事が一時中止されている場合、中止の原因となる事由が止んだ場合には、本件工事の再


	（工事の中止又は工事期間の変更による費用等の負担）
	府は、府の責めに帰すべき事由により本件工事を中止し又は工事期間を変更した場合、当該工事の中止又は工事期間変更に因って府又は事業�
	事業者グループは、事業者グループの責めに帰すべき事由により本件工事を中止し又は工事期間を変更した場合、当該工事の中止又は工�
	不可抗力により本件工事が中止され又は工事期間が変更された場合、当該工事の中止又は工事期間変更に因って府又は事業者グループ
	法令変更事由により本件工事が中止され又は工事期間が変更された場合、当該工事の中止又は工事期間変更に因って府又は事業者グル〃


	（本件工事中に事業者グループが第三者に与えた損害）
	事業者グループが本件工事の施工に関し第三者に損害を与えた場合、事業者グループは、当該損害を当該第三者に対して賠償しな�



	入居者移転支援業務
	
	（入居者移転支援業務）
	入居者移転支援業務は、事業者グループのうち入居者移転支援企業が担当し、入居者移転支援業務に関する府の事業者グルー�
	事業者グループは、本契約、入札説明書等、事業者グループ提案書、別紙５記載の事業日程及び第３３条　（入居者礟
	事業者グループは、入居者移転支援業務を行うにあたっては、公営住宅法、高齢者の居住の安定確保に関する法律、宅地建物取引�
	事業者グループは、入居者移転支援業務を行うにあたっては、第三者の身体、財産又は権利を侵害しないような措置を自らの責任�
	入居者移転支援業務に要する費用は本契約に別段の定めがある場合を除き、全て事業者グループが負担するものとし、府は第５３条　


	（入居者移転支援業務計画書）
	事業者グループは、本契約締結後直ちに入居者移転支援業務計画書を作成し、府に提出してその承諾を得るものとする。入居者移

	（第三者の使用）
	事業者グループは、入居者移転支援業務を第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。ただし、入居者移転支援業務のうち、個�
	事業者グループは、前項の者が入居者移転支援業務にあたってさらに別の第三者に委託する場合にも、前項に準じるものとする。
	入居者移転支援業務の委託（再委託、再々委託等を含む。以下、本章において同じ。）はすべて事業者グループの責任において


	（府による説明要求）
	府は、入居者移転支援業務の進ちょく状況について、事業者グループから報告を受けることができるものとする。
	府は、入居者移転支援業務が、本契約、入札説明書等、事業者グループ提案書及び第３３条　（入居者移転支援業務計画昃
	前２項に規定する報告又は説明の結果、入居者移転支援業務が本契約、入札説明書等、事業者グループ提案書及び第３３条　�
	前項の是正要求に対し、事業者グループは意見陳述を行うことができ、客観的に合理性が認められる場合は、府は是正要求を撤回す�
	府は、本条に規定する説明又は報告の受領を理由として、入居者移転支援業務の全部又は一部について何らの責任を負担するものではない�
	（事業者グループによる仮移転支援業務報告）

	事業者グループは、仮移転説明会開催後、毎日、府が別途指定する様式に仮住居の決定状況（仮住居決定仮移転者
	事業グループは、仮移転説明会開催後、週に１回以上、仮住居・仮駐車場に係る賃貸借契約の締結者及び仮移�
	事業グループは、仮住居が別紙５記載の仮移転支援業務期間に決まらない可能性がある仮移転者がいる場合には、決まらない事由を�
	（事業者グループによる賃貸借契約等に関する業務報告）

	賃貸借契約等に関する業務時において、仮移転者の家賃の滞納について、賃貸人から連絡があった場合は、府に報告する。また滞納者に队
	仮移転者や賃貸人からの苦情、要望等があれば、その都度、速やかに府に報告を行う。
	（事業者グループによる本移転支援業務報告）

	入居申込書受付（受取状況）を府に報告する。
	モデルルームの公開前に、府にモデルルーム公開内容（配付資料等の提示等）の報告を行う。
	住戸抽選会開催前に、府に開催内容（配付資料等の提示）の報告を行う。
	住戸抽選会実施後に、速やかに府に結果を報告する。
	入居説明会開催前に、府に開催内容（配付資料等の提示）の報告を行う。
	週一回以上、本移転承諾書及び府営住宅建替事業本移転料支払い契約書等、各種書類の受取状況の報告を府に行う。
	週一回以上、建替住宅への本移転者の移転状況（移転完了者、移転日決定者等）の報告を府に行う。
	別紙５記載の本移転終了期限までに終了しない可能性がある本移転者がいる場合には、終了しない事由を調査し、府に報告する。


	（モニタリング）
	事業者グループ及び府は、本契約、入札説明書等、事業者グループ提案書及び第３３条　（入居者移転支援業務計画書�
	事業者グループは、何らかの事由で入居者移転支援業務に関し、本契約、入札説明書等、事業者グループ提案書の内容を充足していな
	事業者グループの業務の状況が本契約、入札説明書等、事業者グループ提案書及び第３３条　（入居者移転支援業務計画書
	前項の説明及び報告を受けても前項の疑いが解消しない場合、府は事業者グループに対して、当該疑いのある点についての検査を行うよう求めるこ
	前４項のモニタリングの結果、事業者グループによる入居者移転支援業務の遂行が本契約、入札説明書等、事業者グループ�
	前項の措置が完了するまでは、府は入居者移転支援業務費用及び入居者移転支援実費の支払いを留保する。
	府は、別紙５記載の本移転終了期限のモニタリングが完了した時をもって、入居者移転支援業務は完了したものとする。


	（府による仮移転説明会の開催）
	府は、仮移転説明会について、事業者グループと開催日時、場所、開催内容等について事業者グループと協議を行うものとする。
	事業者グループは、府が行う仮移転説明会が円滑に行われるよう、要求水準に従い仮移転説明会の実施支援業務を実施す。
	仮移転説明会に要する費用で事業者グループの業務を行うために要する費用（会場の確保及び設営に要する費用を含【


	（府による入居者決定業務）
	事業者グループは、住戸抽選会終了後、ただちに、府に住戸抽選会の結果を報告しなければならない。
	府は、住戸抽選会の結果報告後、すみやかに入居者決定を行い、入居承認書を作成し事業者グループに引き渡すものとする。


	（入居者対応）
	事業者グループは、自らの責任及び費用において、誠意をもって入居者対応を行い、入居者移転支援業務のスムーズな実攂
	事業者グループは、特に、府が指定する優先仲介希望者に配慮を行い、当該入居者が円滑な仮移転及び本移転が行えるように適切な�
	事業者グループが入居者移転支援業務を行うこと自体に対する入居者の反対への対応によって事業者グループに追加費用又は損


	（賃貸借契約に関する協議）
	府と事業者グループとは、賃貸借契約書に定めのない事項、賃貸借契約条項の解釈に疑義のある事項、賃貸人から

	（入居者移転支援実費請求手続き）
	事業者グループは、入居者移転支援業務終了後、自己の責任において、事業者が実際に支払った仮移転料、本移転料、仲介�
	事業者グループは府に対して、入居者移転支援業務終了後、次の金員については入居者移転支援実費として別紙１２に示す書類を挚
	賃貸借契約上、「丙」として賃料の一部等について支払義務を負担する事業者グループが仮住居についての仲介業務を行った場合の、�
	事業者グループが仮住居の賃貸人となった場合の、賃貸借契約で定める賃料のうち仮移転者が支払いを免れた額（以下「府谔
	事業者グループが仮住居（保証金物件）の賃貸人となった場合の、賃貸借契約書で定める敷き引き相当額
	事業者グループが仮住居（保証金物件）の賃貸人となった場合で、かつ、賃借人である仮移転者が上記（３）の敷き异
	事業者グループが仮住居（敷金物件）の賃貸人となった場合、賃貸借契約書で定める、府が定める一般補修費等相当�
	事業者グループが仮住居（敷金物件）の賃貸人となった場合で、かつ、賃借人である仮移転者が上記（５）の一般蠃

	事業者グループは、入居者移転支援実費の調達に要した金利についても、別紙１３に従い、入居者移転支援実費として�
	第２項４号又は６号にしたがって府が事業者グループに支払いを行った場合、当該支払額の限度で事業者グループの仮移転者に対する


	（仮移転業務期間の変更）
	仮移転者の事由、府の事由、不可抗力事由又は法令変更事由により、別紙５記載の仮移転支援業務期間中に仮移転が終了
	前項により仮移転支援業務を６ヶ月間延長したにもかかわらず、同延長期間内に仮移転支援業務が完了しない場合、事業者は当�
	前項の場合、その後の対応及び追加費用又は損害について、府と協議を行う。
	第１項にかかわらず、事業者グループの責に帰すべき事由により、別紙５記載の仮移転支援業務期間中に仮移転が終了しない場合　
	第１項又は前項の事由以外で、別紙５記載の仮移転支援業務期間中に仮移転が終了しない場合、事業者グループは仮移転支�


	（仮移転者の賃貸借契約違反等）
	仮住居賃貸借期間中、仮移転者が賃貸借契約違反により契約解除となった場合、事業者グループはその契約解除事由を�
	仮移転者が賃貸借契約の定めに従って契約を解除された場合、事業者グループは別途仮住居確保を支援する義務を負わな
	仮移転者の、仮移転者負担分の家賃の未払い等、債務不履行が発生して、これによる賃貸人の損害について、保証金から敷き�
	前項にしたがって府が事業者グループに支払いを行った場合、当該支払額の限度で事業者グループの仮移転者に対する前項の請求権は府に移


	（賃貸借契約期間の変更）
	事業者グループの事由（本件工事の、事業者グループ事由による遅延等。以下同じ）により、賃貸借契約に従って賃貸�
	府の事由、不可抗力事由又は法令変更事由により建替住宅が完成しないために仮移転者が本移転することができず、そのために賃貸借契約に
	仮移転者の事由により賃貸借契約期間が変更された場合、事業者は同変更期間中の賃料を賃貸人に支払う義務を免れ】
	仮移転者の事由により仮移転者が当初の賃貸借契約期間を超えて当該賃貸借物件に居住を続けることにより、事業者グ�
	前項にしたがって府が事業者グループに支払いを行った場合、当該支払額の限度で事業者グループの賃貸人に対する保証金返還金匙


	（本移転期間の変更）
	事業者グループが要求水準に従って業務遂行を行ったにもかかわらず、入居者の事由により、別紙５記載の本移転期間内に本移踃
	事業者グループが不可抗力事由、法令変更事由等、事業者グループの責めに帰すことのできない事由（入居者の事由による場合を除く�
	前項において、府と事業者グループの間において協議が調わない場合、府が合理的な本移転期間を定めるものとし、事業者グループは
	事業者グループは、事業者グループの責めに帰すべき事由により本移転期間を変更した場合、本移転期間終了後も速やかに当�


	（本移転期間の変更による費用等の負担）
	府は、前条第２項又は第３項に基づき本移転期間を変更した場合、当該期間変更に伴う合理的な増加費用を負担しなければならな�
	事業者グループが、前条第１項に示す理由により、業務の履行を一部行わなかった場合においても、入居者移転支援業務費用の減額は�
	事業者グループが、前条第１項により、業務の履行を一部行わなかった場合において、本移転を行わなかった本移転者の本移転料及び


	（入居者移転支援業務の中止）
	府は、必要があると認める場合、その理由を事業者グループに通知した上で、建替住宅の入居者移転支援業務の全部又は一部の嬂
	府は、前項に従い、入居者移転支援業務の全部又は一部を一時中止させた場合、必要があると認めるときは入居者移転支援業務期锒
	事業者グループは、自己の責めに帰さない事由により、入居者移転支援業務が一時中止されている場合、中止の原因となる事由が止んだ場合には、


	（入居者移転支援業務の中止による費用等の負担）
	府は、前条による入居者移転支援業務の一時中止が事業者グループの責めに帰すべき事由によるものである場合を除き、事業者グループが入�



	建替住宅の所有権移転・引渡し
	
	（所有権移転・引渡し）
	事業者グループは、別紙５記載の建替住宅の所有権移転・引渡し日までに、府から完工確認書の交付を受けたうえ、府に対し、布

	（府営住宅整備に係る対価の支払い）
	府は、府営住宅整備に係る対価は、次の合計額とする。
	
	府営住宅整備費　金●円（消費税、地方消費税相当額を含む。）【具体的金額は、事業者提案により決定します】
	入居者移転支援業務費　金●円（消費税、地方消費税相当額を含む。）【具体的金額は、事業者提案により決定しま�
	入居者移転支援実費　金●円（消費税、地方消費税相当額を含む。）【具体的金額は、事業者提案により決定します�


	２　府は前項第１号の府営住宅整備費を、別紙５記載の建替住宅の所有権移転・引渡し日を基準とし、別紙６記載の物�
	事業者グループは第１項第２号及び第３号の入居者移転支援業務費及び入居者移転支援実費を、入居者移転支援業
	府は、収支報告を受けて、契約変更手続きを行い、契約変更手続きの終了後事業者グループに請求書の提出を依頼する。
	府は請求書の提出を受けた日から３０日以内に一括して入居者移転支援業務費及び入居者移転支援実費を事業者グル〟
	第２項、第５項の支払いは、代表企業の指定する口座に振り込んで支払うものとする。


	（遅延損害金）
	建替住宅の所有権移転・引渡しが、府の事由又は入居者の事由により別紙５記載の建替住宅の所有権移転・引渡し日より遅れた場吁
	建替住宅の所有権移転・引渡しが、事業者グループの事由により別紙５記載の建替住宅の所有権移転・引渡し日よりも遅れた場
	不可抗力により建替住宅の府への所有権移転・引渡しが別紙５記載の建替住宅の所有権移転・引渡し日よりも遅れた場合に、当該


	（瑕疵担保責任）
	府は、別紙５記載の建替住宅の所有権移転・引渡し日から５年以内に建替住宅に瑕疵が発見された場合、事業者グループに対してその



	不可抗力及び法令変更
	
	（不可抗力）
	府又は事業者グループは、本契約の締結日後に不可抗力により、本契約に基づく自己の債務を本契約どおりに履行することができなくなった場合、その�
	前項の場合において、その相手方から履行不能確認通知を受けた府又は事業者グループは、当該履行不能な債務について本契約に基づく�


	（不可抗力による損害等）
	府及び事業者グループは、前条の規定による履行不能通知を受けた場合、当該不可抗力に対応するため、相手方と協議の上、直ち�
	本契約の締結後、不可抗力事由により、本事業のうち府営住宅整備業務に関し、府、事業者グループ又は第三者に生じた合理的な追加�
	本契約の締結後、不可抗力事由により、本事業のうち入居者移転支援業務に関し、府、事業者グループ又は第三者に生じた合理的な�


	（不可抗力による解除）
	本契約の締結後、不可抗力により府営住宅整備業務の継続が不能となった場合又は事業の継続に過分の費用を要する場合、府は、事業者�
	前項により本契約が解除される場合、入居者支援移転業務について、府は、事業者グループがすでに履行した入居者移転支援業務の債刃
	第１項により本契約が解除される場合、府営住宅整備業務について、府は、事業者グループがすでに履行した府営住宅整備業務の債務に相当す�
	第１項により本契約が解除される場合、用地活用業務については次のとおりとする。
	用地活用業務については継続履行が可能な場合には、第１項による解除の効果は用地活用業務には及ばず、本契約は用地活用業務に関する限りで効
	用地活用業務についても継続履行が不能な場合には、第１項による解除の効果は用地活用業務にも及び、本契約は終了する。

	府から用地活用企業への活用用地の引渡しが不可抗力により履行不能となった場合、府は、事業者グループと協議を行ったうえで、用地活用業務に�
	活用用地の府から用地活用企業への引渡後、民間施設等の整備が不可抗力により履行不能となった場合、当該履行不能による危険は事業耀


	（法令変更）
	府又は事業者グループは、本契約の締結日後に法令が変更されたことにより、本契約に基づく自己の債務を本契約どおりに履行することができなくなった場�
	前項の場合において、その相手方から履行不能確認通知を受けた府又は事業者グループは、当該履行不能な債務について本契約に基づく�


	（法令変更による追加費用）
	府及び事業者グループは、前条の規定による履行不能通知を受けた場合、当該法令変更に対応するため、双方協議の上、直ちに布
	本契約の締結後に行われた法令変更により追加費用が生じる場合で、本事業のうち府営住宅整備業務又は入居者移転支援業務に直接関伃


	（法令変更による協議解除）
	本契約の締結後に行われた法令変更により、府営住宅整備業務の継続が不能となった場合又は事業の継続に過分の費用を要する場合、府は�
	第１項により本契約が解除される場合の措置については、第５８条　 \\* MERGEFORMAT （不可抗力に
	法令変更により用地活用業務の継続が不能となった場合については、第５８条　 \\* MERGEFORMAT （不可�




	活用用地の所有権移転等
	
	（売買）
	府は用地活用企業に対し、次条の活用用地の対価をもって活用用地を譲り渡し、用地活用企業はこれを譲り受ける。
	次条の活用用地の対価納入を受けた場合、府は別紙５記載の活用用地の所有権移転・引渡し日までに、活用用地を事業者グループの指定に�


	（活用用地の対価）
	活用用地の対価は、金［　　　　　 ］円とする。
	事業者グループは連帯して、府に対し、本契約の効力発生時までに、前項に規定した対価の２０％に相当する金員を、契約保証金とし
	事業者グループは連帯して、府に対し、第１項に規定した対価から前項で支払った契約保証金を控除した額を別紙５記載の活用用�


	（所有権の移転）
	活用用地の所有権は、事業者グループが前条の規定に従って活用用地の対価を納付したときに、用地活用企業に移転するものとする。

	（所有権の移転登記）
	府は、前条の規定により活用用地の所有権が移転した後、当日付けで事業者グループの費用で、その所有権移転の登記及び第７０条　

	（瑕疵担保責任）
	用地活用企業は、本契約締結後において、活用用地に面積の不足その他瑕疵のあることを発見した場合、合理的な範囲で府が負担するものとする。
	前項の場合において、埋蔵文化財が発見された場合においては、府は損害又は追加費用を負担しない。


	（活用用地の整備等）
	事業者グループは、活用用地を本契約、入札説明書等及び事業者グループ提案書に従って整備しなければならない。
	事業者グループは、活用用地に関する近隣住民等との協議、調整や電波障害、騒音、風害、日照阻害等に関し、自。
	用地活用企業は、民間施設等の完成までは、活用用地につき地上権、質権、賃借権その他の使用及び収益を目的とする権利の設定又は売
	用地活用企業は、第７０条　（買戻し特約）第４項の買い戻し特約の解除前に、活用用地に抵当権その他の担保権を設定しようとするときは
	事業者グループは、本条各項に違反した場合、府に対し、第６３条　（活用用地の対価）第１項に定める活用用地の対価の２�


	（指定用途の変更）
	事業者グループは、民間施設等の完成前に、活用用地の全部又は一部につき、やむを得ない理由により、前条第１項に定める整備条件

	（実地調査等）
	府は、事業者グループの第６７条　（活用用地の整備等）に定める義務の履行状況を把握するため、本契約締結の日から活用用地�
	事業者グループは、府が必要と認めて請求したときは、その所有、利用等の事実を証する資料を添えて活用用地の利用状況を府に報告しなけ
	事業者グループは、正当な理由なく、第１項に定める実地調査を拒み、妨げ、又は前項に定める報告を怠ってはならない。


	（買戻し特約）
	府は、事業者グループが第７６条　（府による契約解除）第１項又は第２項に定める事由のいずれかに該当する場合には、府は
	前項の場合、府は、予め第６３条　（活用用地の対価）第１項に定める活用用地の対価から第６７条　（活用用地の整備等！
	府と用地活用企業は、所有権移転登記と同時に、活用用地全体について、本条に規定する府の買戻しの特約の設定登記手続を行う。なお、買戻し期�
	府は、民間施設等の完成後、前項の買戻しの特約の抹消登記手続をするものとする。ただし、民間施設等の完成前においても、府が完成され
	前２項の登記手続に要する費用は事業者グループの負担とする。


	（損害賠償）
	府が前条の規定に基づき買戻権を行使した場合、事業者グループが府に損害を与えたときは、第６７条　（活用用地の整備等）第５項
	事業者グループは、府が前条の規定に基づき買戻権を行使したとき、又は第７６条　（府による契約解除）の規定に従って活用用�


	（公租公課）
	活用用地に対する公租公課については、所有権移転後は、一切用地活用企業において負担するものとする。

	（変更等承諾手続）
	用地活用企業は、本契約の定めるところにより府の承諾を必要とする行為を行うときは、事前にその理由等を記載した書面により、府に申請
	前項の規定による用地活用企業の申請に対する府の承諾は、書面によるものとする。




	事業期間及び契約の終了
	
	（事業期間）
	本契約の事業期間は、本契約書記載のとおり、本契約として効力を生じたときから、建替住宅の所有権移転・引渡しに係る一切の手続が完了し　

	（府による任意解除）
	府は、事業者グループに対して、１８０日以上前に通知を行うことにより、特段の理由を有することなく本契約の一部又は全部を褜

	（府による契約解除）
	府は、事業者グループ又はその構成企業が次に掲げるいずれかの事由に該当するときは、何らの催告なく、本契約の全部又は一部を解除することができる
	
	その責めに帰すべき事由により、本契約の履行が不能となったとき。
	その責めに帰すべき事由により、別紙５記載の建替住宅の所有権移転・引渡し日より３ヶ月以内に建替住宅が完成しないとき又は完成す�
	その責めに帰すべき事由により、建替住宅の工事が３０日以上中断されたとき又は事業を放棄したと認められるとき。
	その他、入札説明書に規定する「入札に参加する者の備えるべき参加資格要件」を満たさなくなったとき。


	２　府は、事業者グループ又はその構成企業が次に掲げるいずれかの事由に該当するときは、事業者グループに対し、３０日以上の期锂
	
	設計又は本件工事に着手すべき期日を過ぎても設計又は本件工事に着手せず、３０日以上の期間を設けて催告を行っても、当該遅延について
	府の承諾なく、府営住宅整備用地を本事業の遂行以外の目的に使用収益したとき又は府営住宅整備用地の形質を変更したとき。
	事業者グループが第６７条　（活用用地の整備等）の規定に違反したとき。
	前3 号に掲げる事由のほか、本契約又は本契約に基づく合意事項のいずれかに違反し、その違反により契約の目的を達することができないと認められる

	本条による解除がなされた場合において、既に府に提出されていた建替住宅の設計図書及び竣工図書その他本契約に関して府の要求に基づき作成され�
	府は、事業者グループに本条の解除原因が認められる場合又はそのおそれが生じた場合、本事業の目的が実質的に達成できるように、融�

	６　本条により府営住宅整備業務に関する部分に関する契約が解除された場合、事業者グループはその費用と責任において、原則として�
	７　前項にかかわらず、府が解除後、建設中の建替住宅の出来形の譲り受けを求めることができる。
	８　前項の譲り受けを求めた場合には、事業者グループは、当該出来形を現状のまま、府に引き渡すものとする。
	９　前項の場合には、府は、その出来形に相当する金額を事業者グループに対して支払うものとし、この支払額が完了した時点で当該出来形の所有権は府に�
	１０　前項の場合、事業者グループは、府に対し、別紙１１に記載する当該出来形の竣工図書を提出しなければならない。また、�
	１１　事業者グループは、本条により本契約が解除された場合、事業用地等に事業者グループが所有又は管理する工事材料、建設機�
	１２　前項の場合において、事業者グループが正当な理由なく、相当の期間内に当該物件の処置につき府の指示に従わないときは、府は、事業者グ


	（事業者グループによる契約解除）
	事業者グループは、府が府の責めに帰すべき事由により本契約に基づく府の債務を履行しない場合で、かつ、府が事業者グループによる通知

	（契約解除に際しての措置）
	第７５条　（府による任意解除）又は第７７条　（事業者グループによる契約解除）の規定に基づき契約が解除さ
	前項の対価を支払った場合、建設中の建替住宅の出来形の所有権は府に移転するものとする。
	第１項の対価全額の支払いを受けた場合、事業者グループは、府に対し、別紙１１に記載する当該出来形の竣工図書を提出しなければ
	事業者グループは、第７５条　（府による任意解除）又は第７７条　（事業者グループによる契約解除）の褂
	事由のいかんを問わず、本契約が仮移転者の賃貸借契約における当初契約期間の終期より以前に終了した場合で、当該賃貸借契約において構戀
	本契約が仮移転者の賃貸借契約における当初契約期間の終期より以前に終了した場合で、当該賃貸借契約において構成企業が賃貸人であ�


	（契約解除に伴う損害賠償）
	事業者グループは、第７６条　（府による契約解除）の規定に基づき本契約が解除された場合、府営住宅整備費の１０�
	第７６条　（府による契約解除）による契約の解除の場合において、建設中の建替住宅の出来形評価額が出来形相当額を下回っている場吁
	第７５条　（府による任意解除）又は第７７条　（事業者グループによる契約解除）による契約の解除の場合は、




	契約保証金等
	
	（契約保証金等）
	事業グループは、府営住宅整備業務及び入居者移転支援業務の履行を確保するため、本契約の締結と同時に、次の各号のいずれかに掲げる保証�
	
	契約保証金を納付すること。
	契約保証金に代わる担保となる府が認めた有価証券等を提供すること。
	本契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行又は府が確実と認める金融機関等の保証を付すこと。
	本契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証を付すこと。
	府を被保険者とする、本契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約を締結すること。
	事業グループを被保険者とする履行保証保険契約を、設計企業、建設企業、工事監理企業の全部又は一部の者に締結させ。

	２　 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第４項において「保証の額」という。）は、府営住宅
	第１項の規定により、事業グループが同項第２号又は第３号に掲げる保証を付したときは、当該保証は契約保証金に代わる担�
	府営住宅整備に係る対価の変更があった場合には、保証の額が変更後の府営住宅整備に係る対価の１０％に達するまでは、府は、保証の額の




	雑則
	
	（協議）
	府及び事業者グループは、必要と認める場合は適宜、本契約に基づく一切の業務に関連する事項につき、相手方に対し協議を求めること�

	（特許権等の使用）
	事業者グループは、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他の法令に基づき保護されている第三者の権利の対象となっている工事材料�

	（契約上の地位の譲渡）
	府及び事業者グループは、本契約に別段の定めのあるほか、相手方の承諾のある場合を除き、本契約上の地位及び権利義務を第三者に譲渡し　

	（延滞利息）
	本契約の各条項に基づき支払うべき金員を所定の期日までに支払わないときは、当該支払義務を負う者は、その相手方に対し、当該未払金につき、支払期日の�

	（秘密保持）
	府及び事業者グループは、本契約の履行に際して知り得た相手方に係る秘密を自己の代理人、コンサルタント以外の第三者に�
	府及び事業者グループは、自己の代理人及びコンサルタントをして、前項に違反させないようにしなければならない。


	（個人情報の取扱）
	事業者グループは、この契約による業務を行うための個人情報の取扱は、個人情報保護法、大阪府個人情報保護条例及び別紙１４「�

	（請求、通知等の様式その他）
	本契約に基づく請求、通知、報告、説明、申出、届出、承諾、勧告、指導、催告、要請及び契約終了告知又は解除は、相手�
	本契約の履行に関して、府及び事業者グループ間で用いる計算単位は、設計図書に特別の定めがある場合を除き、計量法に定める�
	本契約上の期間の定めは、民法及び商法が規定するところによるものとする。
	本契約の履行に関して、府及び事業者グループ間で用いる通貨単位は、日本円とする。


	（準拠法）
	本契約は、日本国の法令に準拠し、日本国の法令に従って解釈される。

	（管轄裁判所）
	本契約に関する紛争は、大阪地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とするものとし、府及び事業者グループは、同裁判所の専属的管�
	本契約に定めのない事項について定める必要が生じた場合、又は本契約の解釈に関して疑義が生じた場合は、その都度、府及び事業者グル�
	①仮移転支援業務
	②賃貸借契約等に関する業務
	③本移転支援業務
	④退去者支援業務
	⑤国庫補助金申請関係書類等の作成の支援業務
	⑥業務報告
	⑦その他上記業務を実施する上で必要な関連業務





